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子どもと家族に
冷たい政治を変え

子どもはかわいい。
でも子育ては大変…。

保育園に
はいれない… 子どもの

将来が心配…

子育てに
お金がかかる…

こんな
働き方では
欲しくても
産めない…

子育てしやすい社会へ
子どもと家族に冷たい政治が子育てを
こんなに大変な国にしました。
安心して子育てしたい――
そんな願いを実現しましょう。

質問や子育ての悩み、
どんなことでもお寄せください。●あなたの声を聞かせてください。

私たちは、　　　　の問題でも、
自公政治にたちむかい、
政治を動かしてきました。

建設的野党として

●国民の願い実現へ
労働者派遣法改正など、積極的提案
で政治を前に動かします。

ある日突然、経営企業の都合で保育
園が閉園！！国と自治体の保育の責任
を後退させ、民営化や企業参入をす
すめる自公政権にきっぱり対決してきま
した。

●間違った政治はストップ
くらしや平和をこわす危険な動きには
しっかりストップをかけます。
憲法９条改悪、比例定数削減
消費税・サラリーマン増税…

民主党政権ができたら
─。民主党には、「財界中
心」「軍事同盟絶対」の政
治のゆがみをただす立
場はありません。日本共
産党は、建設的野党とし
て力をつくします。

保育の「規制緩和」
公立保育所つぶしと
たたかって

国会や地方議会でくり返し提案し、自
治体では多くが、子どもの医療費の無
料化や少人数学級を実現しています。

子ども医療費無料化、
少人数学級実現まで
あと一歩

世界の子育て給付・支出は
日本の２倍以上
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日本共産党を
のばしてください。

子育て



待機児童ゼロ
国と自治体の
責任で計画的に

安心して
子育てできる
社会に

くらしを支え、子育てを支援します
仕事と子育ての両立、経済的負担の軽減、「子どもの貧困」の解決など、
“子育てがしにくい”日本の社会のあり方を変える総合的なとりくみをすすめます。

仕事と子育て
子育てできる
働き方のルールを

◇労働時間を短縮して、男女が協
力して子育てできるようにしま
す。均等待遇で賃金をあげます。

◇労働者派遣法を改正して、雇用
は正社員が当たり前の社会をつ
くります。

◇妊娠･出産による解雇などの不利
益取り扱いをやめさせます。

◇認可保育所建設計画をつくり、待
機児童をゼロにします。学童保育
を増やします。

◇保育士をふやします。延長保育、
休日・夜間保育、病後児保育を充
実します。

◇企業参入、公立保育所民営化は
反対です。国と自治体の責任をな
くす保育制度改悪を許しません。

高校無償化
不安と負担の軽減は
政治の責任

◇高校授業料無償化、保育所・幼稚
園保育料負担を軽減します。返
還不要の給付制奨学金をつくり
ます。

◇児童手当を2倍の月額１万円に
し、18歳までの支給をめざしま
す。就学援助制度を拡充します。

◇生活保護母子加算を復活させま
す。母子家庭の児童扶養手当をふ
やし、父子家庭へも支給します。

医療費無料化
だれもが平等に
必要な医療を

◇子どもの医療費を無料にします。
小児救急医療を拡充します。

◇出産育児一時金をふやします。
妊婦健診はどこに住んでいても
無料にします。国保に出産手当制
度をつくります。

消費税増税は
●社会保障のため
　といいながら…

20年間に国民が
払った消費税額

大企業減税の
穴うめに

日本共産党は 消費税に頼らないで、
国民の願いを実現します

しっかり“モノがいえる”党だから
増税なしで財源をつくりだせます

213兆円
合計

12兆円
同時期に大企業が
支払った税金

183兆円 減
●軍事費をけずり、米軍「思いやり予算」をなくす
●大企業と大金持ちへのゆきすぎた減税をやめる
●巨大道路、政党助成金などのムダをなくす

　子育ての大変さのおおもとには、国民そっちのけで、大企業と軍事同盟「最優先」の
政治が、子育て支援を後まわしにしてきたことがあります。日本共産党はこのゆがみをただします。

核兵器廃絶を世界によびかけ、
憲法9条をまもります。

未来は平和に

財
源
は
？

ＮＯ！

大企業や、

アメリカにも

子どもたちの


